
平成２７年度介護報酬改定の概要

（リハビリテーション関連）

平成２７年２月

公益社団法人 日本理学療法士協会

事務局職能課

※詳細情報の収集や正確な解釈にあたっては、必ず厚生労働省が公開する資料等を参照ください。

第１１３回、１１４回、１１５回、１１９回社会保障審議会介護給付費分科会資料を参考に作成
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平成 27 年度介護報酬改定

改定率
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参照：第１１９回社会保障審議会介護給付費分科会資料
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平成 27 年度介護報酬改定の

基本的な考え方とその対応
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各サービスの報酬・基準に係る

見直しの内容

（リハビリテーション関連）
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訪問看護
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訪問看護ステーションにおけるリハビリテーションの見直し

訪問看護ステーションからの理学療法士、作業療法士、又は言語聴覚士による訪問
看護の一環としての訪問と、訪問リハビリテーション事業所からの訪問リハビリテー
ションについて類似した実態にあることから評価の見直しを行う。

訪問看護Ⅰ５
（理学療法士、作業療法士、言語聴覚士による訪問）

３１８単位/回 ⇒ ３０２単位
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訪問リハビリテーション
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基本報酬の見直し

リハビリテーションマネジメント加算の再評価に伴い、基本報酬に包括評価されてい
るリハビリテーションマネジメントに相当する部分の評価を見直す。

３０７単位/回 ⇒ ３０２単位
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参考
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リハビリテーションマネジメントの強化

リハビリテーションマネジメント加算Ⅰ：６０単位 /月

リハビリテーションマネジメント加算Ⅱ：１５０単位/月

⇒訪問介護との連携加算（３００単位/３月に１回）が包括。

適宜適切でより効果の高いリハビリテーションを実現するために、リハビリテー
ション計画書（様式）の充実や計画の策定と活用等のプロセス管理の充実、介護支
援専門員や他のサービス事業所を交えた「リハビリテーション会議」の実施と情報
共有の仕組みの充実を評価する。また、理学療法士、作業療法士、言語聴覚士が訪
問介護のサービス提供責任者に対して行う指導及び助言は、リハビリテーションマ
ネジメントのプロセスとして一体的に評価する。
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リハビリテーションマネジメント加算Ⅰ 算定要件

【算定要件】

●リハビリテーションマネジメント加算Ⅰ

次に掲げる基準のいずれにも適合すること。

(1) 訪問リハビリテーション計画の進捗状況を定期的に評価し、必要に応じて当該

計画を見直していること。

(2) 指定訪問リハビリテーション事業所の理学療法士、作業療法士又は言語聴覚士

が、介護支援専門員を通じて、指定訪問介護の事業その他の指定居宅サービス

に該当する事業に係る従業者に対し、リハビリテーションの観点から、日常生活

上の留意点、介護の工夫等の情報を伝達していること。
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リハビリテーションマネジメント加算Ⅱ 算定要件

【算定要件】

●リハビリテーションマネジメント加算Ⅱ

次に掲げる基準のいずれにも適合すること。

(1) リハビリテーション会議を開催し、・・・医師、理学療法士・・・その他関係者と共有

し、当該リハビリテーション会議の内容を記録すること。

(2) 訪問リハビリテーション計画について、医師が利用者又はその家族に対して説

明し、利用者の同意を得ること。

(3) 3 月に 1 回以上、リハビリテーション会議を開催し、・・・計画を見直していること。

(4) 指定訪問リハビリテーション事業所の理学療法士・・・が、介護支援専門員に対し、

・・・利用者の有する能力、・・・必要な支援・・・に関する情報提供を行うこと。

(5) 以下のいずれかに適合すること。

①指定訪問リハビリテーション事業所の理学療法士・・・が、指定訪問介護等の指定

居宅サービスに係る従業者と利用者の居宅を訪問し、・・・助言を行うこと。

②指定訪問リハビリテーション事業所の理学療法士・・・が、指定訪問リハビリテー

ションの利用者の居宅を訪問し、その家族に、・・・助言を行うこと。

(6) (1)から(5)までに適合することを確認し、記録すること
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短期集中リハビリテーション実施加算の見直し

１月以内 ３４０単位/日

１月超３月以内 ２００単位/日
３月以内 ２００単位/日

【算定要件】
○リハビリテーションマネジメント加算(Ⅰ)又は(Ⅱ)を算定していること。

退院（所）後間もない者に対する身体機能の回復を目的とした、短期集中リハビリ
テーション実施加算は、早期かつ集中的な介入を行う部分についての平準化した評
価として見直す。
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社会参加を維持できるサービス等へ移行する体制の評価

訪問リハビリテーションの利用により ADL・IADL が向上し、社会参加を維持できる他

のサービス等に移行できるなど、質の高い訪問リハビリテーションを提供する事業所
の体制を評価する。

社会参加支援加算（新規） ⇒ 17 単位/日
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社会参加支援加算 算定要件

【算定要件】

●社会参加支援加算

○指定訪問リハビリテーション事業所において評価対象期間の次の年度内に限り
1日につき 17 単位を所定の単位数に加算する。

○次に掲げる基準のいずれにも適合すること。
(1) 評価対象期間において指定訪問リハビリテーションの提供を終了した者のうち、

指定通所介護、指定通所リハビリテーション、指定認知症対応型通所介護、通
所事業その他社会参加に資する取組を実施した者の占める割合が、100 分の 5 
を超えていること。

(2) ・・・訪問リハビリテーションの提供を終了した日から起算して14 日以降 44 日以
内に、指定訪問リハビリテーション事業所の従業者が、リハビリテーションの提供
を終了した者に対して、その居宅を訪問すること
又は介護支援専門員から居宅サービス計画に関する情報提供を受けることによ
り、指定通所介護・・・その他社会参加に資する取組の実施状況が、居宅訪問等
をした日から起算して、 3 月以上継続する見込みであることを確認し、記録・・・。

○ 12 月を指定訪問リハビリテーション事業所の利用者の平均利用月数で除して
得た数が 100 分の 25 以上であること。
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訪問介護
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生活機能向上連携加算の拡大 算定要件

【算定要件】

●生活機能向上連携加算

○サービス提供責任者が、指定訪問リハビリテーション事業所又は指定通所リハビ

リテーション事業所の理学療法士、作業療法士又は言語聴覚士(以下「理学療法

士等」という。)による指定訪問リハビリテーション又は指定通所リハビリテーション

の一環として利用者の自宅を訪問する際にサービス提供責任者が同行する等に

より、当該理学療法士等と共同して行ったアセスメント結果に基づき訪問介護計

画を作成していること。

○当該理学療法士等と連携して訪問介護計画に基づくサービスを提供していること。

○当該計画に基づく初回の当該指定訪問介護が行われてから 3 ヶ月間、算定でき

ること。



通所介護
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基本報酬の見直し

【例１】小規模型通所介護費の場合

（所要時間７時間以上９時間未満の場合）

要介護１ 815 単位／日 要介護１ 735 単位／日 （▲80）

要介護２ 958 単位／日 要介護２ 868 単位／日 （▲ 90）

要介護３ 1,108 単位／日 要介護３ 1,006 単位／日（▲102）

要介護４ 1,257 単位／日 要介護４ 1,144 単位／日（▲113）

要介護５ 1,405 単位／日 要介護５ 1,281 単位／日（▲124）

【例２】通常規模型通所介護費の場合

（所要時間７時間以上９時間未満の場合）

要介護１ 695 単位／日 要介護１ 656 単位／日 （▲39）

要介護２ 817 単位／日 要介護２ 775 単位／日 （▲42）

要介護３ 944 単位／日 要介護３ 898 単位／日 （▲46）

要介護４ 1,071 単位／日 要介護４ 1,021 単位／日（▲50）

要介護５ 1,197 単位／日 要介護５ 1,144 単位／日（▲53）

▲９．２％

▲４．９％
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心身機能訓練から生活行為向上訓練まで総合的に行う機能の強化

地域で在宅生活が継続できるよう生活機能の維持・向上に資する効果的な支援を
行う事業所を評価するため、現行の個別機能訓練加算の算定要件について、居宅を
訪問した上で計画を作成することを新たな要件として加えるとともに、加算の評価
の見直しを行う。

個別機能訓練加算（Ⅰ） 42 単位／日 ⇒ 46 単位／日

個別機能訓練加算（Ⅱ） 50 単位／日 ⇒ 56 単位／日
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個別機能訓練加算Ⅰ・Ⅱ 算定要件

【算定要件】

●個別機能訓練加算Ⅰ・Ⅱ 共通（追加要件のみ）

○機能訓練指導員等が利用者の居宅を訪問した上で、個別機能訓練計画を作成し、

その後３月ごとに１回以上、利用者の居宅を訪問した上で、利用者又はその家族

に対して、機能訓練の内容と個別機能訓練計画の進捗状況等を説明し、訓練

内容の見直し等を行っていること。
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参考
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参考
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参考
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参考
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地域連携の拠点としての機能の充実

利用者の地域での暮らしを支えるため、医療機関や他の

介護事業所、地域の住民活動等と連携し、通所介護事業

所を利用しない日でも利用者を支える地域連携の拠点と

しての機能を展開できるよう、生活相談員の専従要件を

緩和し、事業所内に限った利用者との対話を主体とした

相談業務のみならず、サービス担当者会議に加えて地域

ケア会議への出席などが可能となるようにする。
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通所リハビリテーション

49

公益社団法人日本理学療法士協会 事務局職能課



基本報酬の見直し、個別リハビリテーション実施加算の包括化

【例】通常規模型通所リハビリテーション費

(所要時間 6 時間以上 8 時間未満の場合)

要介護 1  677 単位/日 726 単位/日（ + 49）

要介護 2  829 単位/日 875 単位/日（ + 46）

要介護 3  979 単位/日 1,022 単位/日（ + 43）

要介護 4  1,132 単位/日 1,173 単位/日（ + 41）

要介護 5  1,283 単位/日 1,321 単位/日（ + 38）

＊個別リハビリテーション実施加算 ８０単位/回は、基本報酬に包括。

長期間継続して実施される個別リハビリテーションの評価の一部の基本報酬への包括化も含
め、基本報酬を以下の通り見直す。
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リハビリテーションマネジメントの強化

リハビリテーションマネジメント加算Ⅰ：２３０単位/月

リハビリテーションマネジメント加算Ⅱ：

開始月から6月以内 １０２０単位/月

開始月から6月超 ７００単位/月

適宜適切でより効果の高いリハビリテーションを実現するために、リハビリテーション
計画書（様式）の充実や計画の策定と活用等のプロセス管理の充実、介護支援専門
員や他のサービス事業所を交えた「リハビリテーション会議」の実施と情報共有の仕
組みの充実を評価する。また、訪問指導等加算は、リハビリテーションマネジメントの
プロセスとして一体的に評価する。

訪問指導加算（５５０単位/回（月1回を限度）は、

リハビリテーションマネジメント加算Ⅰ・Ⅱに包括
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リハビリテーションマネジメント加算Ⅰ 算定要件

【算定要件】

●リハビリテーションマネジメント加算Ⅰ

次に掲げる基準のいずれにも適合すること。

(1) 通所リハビリテーション計画の進捗状況を定期的に評価し、必要に応じて当該計

画を見直していること。

(2) 指定通所リハビリテーション事業所の理学療法士、作業療法士又は言語聴覚士

が、介護支援専門員を通じて、指定訪問介護の事業その他の指定居宅サービス

に該当する事業に係る従業者に対し、リハビリテーションの観点から、・・・介護の

工夫等の情報を伝達していること。

(3) 新規に通所リハビリテーション計画を作成した利用者に対して、指定通所リハビ

リテーション事業所の医師又は医師の指示を受けた理学療法士・・・が、当該計画

に従い、指定通所リハビリテーションの実施を開始した日から起算して 1 月以内

に、当該利用者の居宅を訪問し、診療、運動機能検査、作業能力検査等を行って

いること。
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リハビリテーションマネジメント加算Ⅱ 算定要件

【算定要件】

●リハビリテーションマネジメント加算Ⅱ

次に掲げる基準のいずれにも適合すること。
(1) リハビリテーション会議を開催し、・・・医師、理学療法士・・・その他関係者と共有

し、当該リハビリテーション会議の内容を記録すること。

(2) 通所リハビリテーション計画について、医師が利用者又はその家族に対して説
明し、利用者の同意を得ること。

(3) 通所リハビリテーション計画の作成に当たって、当該計画の同意を得た日の属
する月から起算して 6 月以内の場合にあっては 1 月に 1 回以上、6 月を超えた
場合にあっては 3 月に 1 回以上、リハビリテーション会議を開催し、利用者の状
態の変化に応じ、通所リハビリテーション計画を見直していること。

(4) 指定通所リハビリテーション事業所の理学療法士・・・が、介護支援専門員に対し、
利用者の有する能力・・・に関する情報提供を行うこと。

(5) 以下のいずれかに適合すること。
(1) 指定通所リハビリテーション事業所の理学療法士・・・が、指定訪問介護の事業
その他の指定居宅サービス事業に係る従業者と指定通所リハビリテーションの
利用者の居宅を訪問し、・・・助言を行うこと。

(2) 指定通所リハビリテーション事業所の理学療法士・・・・が、指定通所リハビリ
テーションの利用者の居宅を訪問し、その家族に対し・・・助言を行うこと。

(6) (1)から(5)までに適合することを確認し、記録すること。 53
参照：第１１９回社会保障審議会介護給付費分科会資料公益社団法人日本理学療法士協会 事務局職能課



参考
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短期集中リハビリテーション実施加算の見直し

１月以内 １２０単位/日

１月超3月以内 ６０単位/日

※算定要件等（変更点のみ）

○個別にリハビリテーションを実施すること。

○認知症短期集中リハビリテーション実施加算又は生活行為向上リハビリテーション実施

加算を算定している場合は、算定しない。

○通所リハビリテーション費におけるリハビリテーションマネジメント加算(Ⅰ)又は(Ⅱ)を

算定していること。

３月以内 １１０単位/日
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認知症短期集中リハビリテーションの充実

３月以内 ２４０単位/日

認知症短期集中リハビリテーション実施加算Ⅰ

3ヶ月以内 ２４０単位/日

認知症短期集中リハビリテーション実施加算Ⅱ

3ヶ月以内 １９２０単位/月

認知症短期集中リハビリテーション実施加算(Ⅰ)・・・(Ⅱ)は、短期集中個別リハビリテーション実

施加算又は生活行為向上リハビリテーション実施加算を算定している場合は、算定しない。
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認知症短期集中リハビリテーション実施加算Ⅰ・Ⅱ 算定要件

【算定要件】

●認知症短期集中リハビリテーション実施加算(Ⅰ)

次に掲げる基準のいずれにも適合すること。

(1) 1 週間に 2 日を限度として個別にリハビリテーションを実施すること。

(2) 通所リハビリテーション費におけるリハビリテーションマネジメント加算 (Ⅰ)又は

(Ⅱ)を算定していること。

●認知症短期集中リハビリテーション実施加算(Ⅱ)

次に掲げる基準のいずれにも適合すること。

(1) 1 月に 4 回以上リハビリテーションを実施すること。

(2) リハビリテーションの実施頻度、実施場所及び実施時間等が記載された通所リ

ハビリテーション計画を作成し、生活機能の向上に資するリハ・・・を実施・・・。

(3) 通所リハ・・・におけるリハビリテーションマネジメント加算 (Ⅱ)を算定していること。
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活動と参加に焦点を当てた新たな評価体系の導入

生活行為向上リハビリテーション実施加算（新設）

開始月から起算して 3 月以内の期間に行われた場合

2,000 単位/月

開始月から起算して 3 月超 6 月以内の期間に行われた場合

1,000 単位/月

○短期集中個別リハビリテーション実施加算又は認知症短期集中リハビリテーション実施加算

を算定している場合は、算定しない。
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生活行為向上リハビリテーション実施加算 算定要件

【算定要件】

○ 次に掲げる基準のいずれにも適合すること。

(1) 生活行為の内容の充実を図るための専門的な知識若しくは経験を有する作業療

法士又は生活行為の内容の充実を図るための研修を修了した理学療法士若しく

は言語聴覚士が配置されていること。

(2) 生活行為の内容の充実を図るための目標及び当該目標を踏まえたリハビリテー

ションの実施頻度、実施場所及び実施時間等が記載されたリハビリテーション実

施計画をあらかじめ定めて、リハビリテーションを提供すること。

(3) 当該計画で定めた指定通所リハビリテーションの実施期間中に指定通所リハビ

リテーションの提供を終了した日前１月以内に、リハビリテーション会議を開催し、

リハビリテーションの目標の達成状況及び実施結果を報告すること。

(4) 通所リハビリテーション費におけるリハビリテーションマネジメント加算(Ⅱ)

を算定していること。
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生活行為向上リハビリテーション実施加算の実施後に
通所リハビリテーションを継続した場合の減算

生活行為向上リハビリテーション実施加算を算定し、当

該加算を算定するために作成したリハビリテーション実

施計画書で定めた実施期間の翌月以降に、同一の利用者

に対して、指定通所リハビリテーションを行った場合は、

６月間に限り減算する。
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社会参加を維持できるサービス等へ移行する体制の評価

通所リハビリテーションの利用により ADL・IADL が向上し、社会参加を維持できる他
のサービス等に移行できるなど、質の高い通所リハビリテーションを提供する事業所
の体制を評価する。

社会参加支援加算（新規） ⇒ 1２ 単位/日
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社会参加支援加算 算定要件

【算定要件】

●社会参加支援加算

○指定通所リハビリテーション事業所において、評価対象期間の次の年度内に限り
1 日につき 12 単位を所定の単位数に加算する。

○次に掲げる基準のいずれにも適合すること。
(1) 評価対象期間において指定通所リハビリテーションの提供を終了した者（生活行
為向上リハビリテーション実施加算を算定した者を除く。）のうち、指定通所介護、
指定認知症対応型通所介護、通所事業その他社会参加に資する取組を実施し
た者の占める割合が 100 分の 5 を超えていること。

(2) 評価対象期間中に指定通所リハビリテーションの提供を終了した日から起算して
14 日以降 44 日以内に、指定通所リハビリテーション事業所の従業者が、リハビ
リテーションの提供を終了した者に対して、その居宅を訪問すること
又は介護支援専門員から居宅サービス計画に関する情報提供を受けることによ
り、指定通所介護・・・その他社会参加に資する取組の実施状況が、居宅訪問等
をした日から起算して、3 月以上継続する見込みであることを確認し、記録・・・。

○ 12 月を当該指定通所リハビリテーション事業所の利用者の平均利用月数で除し
て得た数が 100 分の 25 以上であること。
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通所系サービス共通

（通所介護、通所リハビリテーション、認知症対応型通所介護）
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送迎が実施されない場合の評価の見直し

送迎を行わない場合（新規） ⇒ ▲47 単位／片道

送迎を実施していない場合（利用者が自ら通う場合、家族が送迎を行う場合等の
事業所が送迎を実施していない場合）は減算の対象とする。
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訪問系・通所系サービス共通
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リハビリテーションの基本理念

リハビリテーションは「心身機能」、「活動」、「参

加」などの生活機能の維持・向上を図るものでなければ

ならないことについて、訪問・通所リハビリテーション

に関する基本方針に規定する（訪問看護、通所介護、認

知症対応型通所介護も同様に規定する）。
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訪問リハビリテーション及び通所リハビリテーションを同一事業
者が提供する場合の運営の効率化

訪問・通所リハビリテーションの両サービスを、同一事

業者が提供する場合の運営の効率化を推進するために、

リハビリテーション計画、リハビリテーションに関する

利用者等の同意書、サービス実施状況の診療記録への記

載等を効果的・効率的に実施できるよう基準を見直す。
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リハビリテーションを提供する事業者に係る運営基準

訪問・通所リハビリテーションを提供する事業者は、介

護支援専門員や各指定居宅サービス事業所の担当者等が

リハビリテーション会議の場に参画し、リハビリテーシ

ョンの観点から利用者主体の日常生活に着目した支援方

針や目標、計画を共有できるよう努めることとする。
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短期入所系サービス
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短期入所生活介護
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ADL・IADL の維持・向上を目的とした機能訓練を実施している
事業所の評価

個別機能訓練加算（新規） ⇒ 56 単位／日

事業所が利用者の住まいを訪問して個別の機能訓練計画を作成した上で、専従と
して配置された機能訓練指導員が、ADL・IADL の維持・向上を目的として実施す る
個別の機能訓練を実施する場合には、新たな加算として評価する。
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個別機能訓練加算 算定要件

【算定要件】

●個別機能訓練加算

○専従の機能訓練指導員の職務に従事する理学療法士、作業療法士又は言語聴

覚士等を１名以上配置していること。

○機能訓練指導員、看護職員、介護職員、生活相談員等が共同して、利用者の生

活機能向上に資する個別機能訓練計画を作成していること。

○個別機能訓練計画に基づき、利用者の生活機能向上を目的とする機能訓練の項

目を準備し、理学療法士、作業療法士又は言語聴覚士等が、利用者の心身の状

況に応じた機能訓練を適切に提供していること。

○機能訓練指導員等が利用者の居宅を訪問した上で、個別機能訓練計画を作成し、

計画的に利用している者に対しては、その後３月ごとに１回以上、利用者の居宅を

訪問した上で、利用者又はその家族に対して、機能訓練の内容と個別機能訓練

計画の進捗状況等を説明し、訓練内容の見直し等を行っていること。
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81

参考

参照：第１１５回社会保障審議会介護給付費分科会資料公益社団法人日本理学療法士協会 事務局職能課



短期入所療養介護

82

公益社団法人日本理学療法士協会 事務局職能課



リハビリテーションの評価の見直し

リハビリテーション機能強化加算

⇒ 基本サービス費に包括化 30 単位／日

介護老人保健施設における短期入所療養介護において、算定率の高いリハビリ
テーション機能強化加算を基本サービス費に包括化する。また、当該加算の要件の
うち、個別リハビリテーション計画の策定については、個別リハビリテーション実施加
算の要件に位置づける。

83
参照：第１１９回社会保障審議会介護給付費分科会資料公益社団法人日本理学療法士協会 事務局職能課



個別リハビリテーション実施加算 算定要件

【算定要件】

●個別リハビリテーション実施加算

○指定短期入所療養介護事業所の医師、看護職員、理学療法士、作業療法士、言

語聴覚士等が共同して利用者ごとに個別リハビリテーション計画を作成し、当該リ

ハビリテーション計画に基づき、医師又は医師の指示を受けた理学療法士、作業

療法士又は言語聴覚士が個別リハビリテーションを行った場合は、個別リハビリ

テーション実施加算として、１日につき 240 単位を所定単位数に加算する。
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参照：第１１９回社会保障審議会介護給付費分科会資料公益社団法人日本理学療法士協会 事務局職能課



介護予防サービス

85

公益社団法人日本理学療法士協会 事務局職能課



基本報酬の見直し（介護予防訪問リハビリテーション）

307 単位／回 ⇒ 302 単位／回

86
参照：第１１９回社会保障審議会介護給付費分科会資料公益社団法人日本理学療法士協会 事務局職能課



基本報酬の見直し
（介護予防通所リハビリテーション及び介護予防通所介護）

介護予防通所リハビリテーション費

要支援1 ２,４３３ 単位/日 １,８１２ 単位/月（ ▲ 621 ）

要支援2 ４,８７０ 単位/日 ３,７１５ 単位/月（ ▲ 1,155）

介護予防通所介護費

要支援1 ２,１１５ 単位/日 １,６４７ 単位/月（ ▲ 508）

要支援2 ４,２３６ 単位/日 ３,３７７ 単位/月（ ▲ 859）

▲２４．６％

▲２１．９％

介護予防通所介護及び介護予防通所リハビリテーションについては、通所介護と
異なり、いわゆる「レスパイト機能」を有していないことから、長時間の利用は想定さ
れない。このため、通常規模型通所介護及び通常規模型通所リハビリテーションの
基本報酬の評価と整合を図り、以下のとおり基本報酬を見直す。

87
参照：第１１９回社会保障審議会介護給付費分科会資料公益社団法人日本理学療法士協会 事務局職能課



88

参考

参照：第１１４回社会保障審議会介護給付費分科会資料公益社団法人日本理学療法士協会 事務局職能課



89

参考

参照：第１１４回社会保障審議会介護給付費分科会資料公益社団法人日本理学療法士協会 事務局職能課



90

参考

参照：第１１４回社会保障審議会介護給付費分科会資料公益社団法人日本理学療法士協会 事務局職能課



介護保険施設

91

公益社団法人日本理学療法士協会 事務局職能課



介護老人保健施設

92

公益社団法人日本理学療法士協会 事務局職能課



基本報酬の見直し

【例１】介護保険施設サービス費（Ⅰ）

（在宅強化型（多床室） ）

要介護１ 825 単位／日 要介護１ 812 単位／日 （▲13）

要介護２ 900 単位／日 要介護２ 886 単位／日 （▲14）

要介護３ 963 単位／日 要介護３ 948 単位／日 （▲15）

要介護４ 1,020 単位／日 要介護４ 1,004 単位／日（▲16）

要介護５ 1,076 単位／日 要介護５ 1,059 単位／日（▲17）

【例２】介護保険施設サービス費（Ⅰ）

（通常型（多床室））

要介護１ 792 単位／日 要介護１ 768 単位／日 （▲24）

要介護２ 841 単位／日 要介護２ 816 単位／日 （▲25）

要介護３ 904 単位／日 要介護３ 877 単位／日 （▲27）

要介護４ 957 単位／日 要介護４ 928 単位／日 （▲29）

要介護５ 1,011 単位／日 要介護５ 988 単位／日 （▲23）

▲１．６％

▲２．９％
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参照：第１１９回社会保障審議会介護給付費分科会資料公益社団法人日本理学療法士協会 事務局職能課



在宅復帰・在宅療養支援機能加算

２１単位／日 ⇒ ２７ 単位／日

○算定要件等は現行のとおり。
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参照：第１１９回社会保障審議会介護給付費分科会資料公益社団法人日本理学療法士協会 事務局職能課



入所前後訪問指導加算

入所前後訪問指導加算 ４６０単位/回

入所前後訪問指導加算（Ⅰ） ４５０単位/回

入所前後訪問指導加算（Ⅱ） ４８０単位/回

※算定要件等（変更点のみ）

次に掲げる区分に応じ、入所中１回を限度として算定する。ただし、次に掲げるいずれかの

加算を算定している場合においては、次に掲げるその他の加算は算定しない。

○入所前後訪問指導加算（Ⅰ）

退所を目的とした施設サービス計画の策定及び診療方針の決定を行った場合

○入所前後訪問指導加算（Ⅱ）

退所を目的とした施設サービス計画の策定及び診療方針の決定にあたり、生活機能の具体

的な改善目標を定めるとともに、退所後の生活に係る支援計画を策定した場合
95

参照：第１１９回社会保障審議会介護給付費分科会資料公益社団法人日本理学療法士協会 事務局職能課



96

参考

参照：第１１３回社会保障審議会介護給付費分科会資料公益社団法人日本理学療法士協会 事務局職能課


